市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：コロナ禍の給付減免制度、市が市民に知らせる取組を
（問）私たちが実施しているアンケートには市民から様々な相談が寄せられている。コロナ関連の給付減免制度は多岐にわたっており、その全てを市民は承知していない。申請主義にとどまらず市が積極的に市民に知らせるべき。
（答）申請を経ない減免は即効性があるが市民の所得減少の把握は困難。電子申請などの充実に努めた。
（問）市が独自実施している中小企業向給付金（前年比所得3割以上の減少で10万円の給付）は4000件を想定しながら105件の申請しかない。
（答）周知に努め、8月末の申請締め切りの延長を含めて検討する。
（問）前年比所得3割以上減少の事業主等には2割以上の国保税減免が受けられる。給付金受給者のほとんどが対象になるはずで市から知らせるべき。
（答）給付金決定通知に減免のお知らせを同封するなど対応していく。
標題２：コロナで明らかになった学童保育の重要性の検証を
（問）一律休校に伴い学童保育は朝7時半からの全日保育が行われた。指導員は子供の感染防止に努めながら11時間以上の保育勤務をこなしたが手取りが19万程度だ。責任に見合った待遇と言えるか。
（答）指導員の負担が増したことは認識しており、引き続き指導員の確保に努め職場環境の改善を図る。
（問）休校中、学校の設備を使いたい要望が指導員から出されたが話が通じなかった。委託先の社協から児童課を経て教育部に行くまでに具体的中身が伝わらない。直接の協議の場を設ける事が必要。
（答）社会全体の問題として関係機関と協議をしていく場を設ける事で検討していく。
（問）コロナで学童は社会を支えるために必要な事業だという認識が広がった。改めて委託ではなく、市直営での運営で子供が安全に過ごせ、安心して預けられる環境を整えるべきではないか。
（答）運営には市も深く関わっており、今後も現方式を継続しながら保護者が安心して預けられる環境づくりに努める。
